




























３ － １ 　現行の規定
　自動運転に関係する国際的合意には，法的許容性及び法的責任に関係する道路交通条約と，自動
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　ジュネーブ条約は，運転者の存在を前提とし（第 ８ 条第 １ 項），運転者に車両の制御の義務を課し
ている（第 ８ 条第 ５ 項，第１０条）。なお，ウィーン条約にも同趣旨の規定がある。上記規定を前提と
して，ジュネーブ条約及びウィーン条約の下では，レベル ２ 以下の自動運転は許容されるが，レベ
ル 3 以上の自動運転は原則として許容されないとされてきた。
３ － ２ 　改正に関する現状




システムは，第 ８ 条第 ５ 項及び第１０条に適合するものとみなす旨の規定（第 ８ 条第 ６ 項）を追加す
るものである。なお，ウィーン条約についても，ジュネーブ条約の改正案採択に先立ち，２０１４年 3
月に同趣旨の改正案が採択されている。







































































３ － ４ 　新たな解釈上の合意












４ － １ 　交通事故の法的責任に関する法律
　交通事故が発生した際の法的責任としては，刑事上の責任，民事上の責任及び行政上の責任があ
る。
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４ － ２ 　道路交通に関する法規制
　道路交通に関する法規制として，道路交通法，道路運送車両法及び道路法がある。






































５ － ２ 　刑事上の責任と民事上の責任とで議論の枠組みが異なる理由
　自動運転の導入に伴う交通事故の法的責任の議論の枠組みが，刑事上の責任と民事上の責任とで
大きく異なってくるのは，以下の理由からである。
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　すなわち，刑事一般法である刑法は，故意犯の処罰を原則とし，例外的に法律に特別の規定があ
る場合に過失犯を処罰することとしている（刑法第3８条第 １ 項）。交通事故の刑事上の責任について












条）。第 ２ に，責任を負うべき主体を「運転者」から「運行供用者」に拡大している（自賠責法第 3
条）。第 3 に，履行の確保に関し，加害者の財産のみを対象とするのではなく，強制保険及び国の自
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　システムが一部の運転タスクを担う場合（図 ２ の １ ）は，運転者は必要とされ，運転者は，常に
注意義務が課せられ，警告時には直ちに自動車を制御しなければならず，注意義務違反が認められ
れば，過失を問い得ることとなり，法的責任を負うこととなる。
　システムが一定の道路において全てのタスクを担う場合（図 ２ の ２ ）は，運転者は必要とされる
が，運転者は，システムによる制御時においては，注意義務を課せられず，過失を問い得ず，法的
責任は負わないこととなる。
　システムが出発地点から目的地点まで全ての運転タスクを担う場合（図 ２ の 3 ）は，運転者は不
要とされ，運転者がいたとしても，注意義務は課せられず，過失を問い得ず，法的責任は負わない
こととなる。
６ － ２ 　刑事上の責任に関して検討すべき問題
　では，このような運転者の義務のあり方の一例と過失責任の原則を貫いた場合の帰結を前提とし
て，刑事上の責任の変容についてどのような事項を検討していくべきであろうか。
































































６ － ２ － １ 　システムが一部の運転タスクを担う場合の問題














６ － ２ － ２ 　システムが一定の道路において全ての運転タスクを担う場合の問題
　システムが一定の道路において全てのタスクを担う場合（図 ２ の ２ ）は，さらに，システムによ
る制御時，システムによる警告から運転者による制御までの間，運転者による制御時の 3 つの場合
に分けて検討する必要がある（図 3 ）。
　システムによる制御時（図 3 の １ ）は，運転者に注意義務が課せられず，過失を認め得ず，法的
責任を問い得ないこととなる。この場合に生じる問題は，後述の図の ２ の 3 の場合と同様である。
運転者による制御時（図 3 の 3 ）は，運転者に注意義務が課せられており，注意義務違反が認めら
れれば，法的責任を負うこととなる。この場合に生じる問題は，前述の図の ２ の １ の場合と同様で
ある。
　これらに対し，システムによる警告から運転者による制御までの間（図 3 の ２ ）については，複















６ － ２ － ３ 　システムが出発地点から目的地点まで全ての運転タスクを担う場合の問題



















件を立証すれば不法行為責任を免れることとしたに留まる。したがって，図 ２ の ２ の場合のうちシ











































（ １ ） 自動運転についてしばしば引用される NHTSA（米国運輸省道路交通安全局）の定義は，自動運
転のレベルをレベル ０ からレベル ４ に分けて整理している。SAE の定義と NHTSA の対応関係は
図 １ のとおりである。
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（ ２ ） ジュネーブ条約の主たる加盟国は，日本及びアメリカである。
 　ウィーン条約の主たる加盟国は，ヨーロッパ諸国である。
（ 3 ） 私道の瑕疵が原因の交通事故については民法7１7条（土地工作物責任）が適用されるが，適用場
面が限定的であるため，省略した。
（ ４ ） 危険責任とは，危険を作り出している者は，過失の有無を問わず，そこから生じる損害に対して
賠償しなければならないという考え方である。
（ ５ ） 報償責任とは，利益を上げる過程で損害を与えた者は，過失の有無を問わず，その損害に対して
賠償しなければならないという考え方である。
（ ６ ） 信頼責任とは，信頼に反して損害を与えた者は，過失の有無を問わず，その損害に対して賠償し
なければならないという考え方である。
（ 7 ） 過失とは何かという解釈に関しては，極めて難しい解釈問題があるが，これについて詳述するこ
とは，本稿のテーマから外れるため，刑事実務における一般的な理解として前記の表現を用いた。
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